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令和８年熊本地震・被災地支援に関する学術的所見（第一次）参考 2 

 

令和８年熊本地震 交通マネジメント面での今後の対応に対するメモ 

呉工業高等専門学校・京都大学防災研究所 神田佑亮 

 

１． 被害の状況と今後の見通し 

Ø ７月２８日に発災した令和８年熊本地震は，新幹線，高速道路等の交通の要衝である八代市周辺での

被害が大きい． 

Ø 特に，九州を縦貫する九州自動車道，九州新幹線の被害が大きく，復旧までに時間を要する． 

² 現在，移動の需要のほとんどが国道３号に集中． 

² 国道３号もダメージを受けており，本来のパフォーマンスを発揮できていない． 

Ø 広域交通の通行止・運休の長期化は，熊本県のみならず，接続する鹿児島県や宮崎県を含めた広域

的な地域経済に深刻なダメージを与える．地域経済へのダメージは，雇用の問題にもつながり，地域

の復興の遅れにも影響する． 

² 道路・鉄道ネットワークに影響を与えた平成 30 年 7 月豪雨では，広島県の県内総生産は約

2000 億円低下（H２９：12.5４兆円→H30：12.34 兆円） 

Ø その上で，人々や経済の活動をできるだけ早く戻す必要があり，その上で，交通・移動の障害をでき

るだけ緩和する必要がある． 

Ø 特に，今後，被災からの復旧，生活の正常化と段階を経て移動需要が変化することも要考慮 

Ø この点を踏まえて，交通マネジメントを行なっていく必要がある． 

 

▼被災地周辺（宇城〜八代間）の自動車断面交通量	

（令和 3 年道路交通センサス） 

 

 

  

▼8/10 頃見通しの交通体系 
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２． 交通・移動課題への対応 

(1) 都市間広域交通に対応する交通体系の確保 

・ 八代地域が南九州と北部九州・本州を結ぶ広域交通の要となる場所であるが，１日あたり約 3

万人程度が自動車や鉄道で往来している． 

Ø 九州新幹線：熊本―鹿児島中央間の平均通過人員は約 1.2万人（2024 年度） 

・ 現在，災害発生後にこれらの移動需要は抑制されているが（通常時の断面交通量に対し，現在，

約 7 割の交通量），次第にこれらの移動需要が回復するものと思われる．見方を変えると，これ

らの交通が抑制されている状態は，経済活動を抑制していることとなる． 

・ このような観点から，広域交通に対応した交通体系の構築が必要である．具体的には， 

Ø 熊本＝新水俣間のバス輸送体系の構築により，新幹線と接続した広域移動ネットワークの

確立 

Ø 熊本＝宮崎間の輸送を新幹線＋バス輸送で確保 

Ø 鹿児島＝福岡等の北部九州の高速バスの早期の運転再開 

Ø 上記を実施するために，通行止の高速道路において，バスを災害時 BRT 方式による緊急

輸送車両として運用． 

Ø 同様に，広域的な移動を行う物流車両についても，手続きの簡素化等により通行を柔軟に

運用． 

などが考えられる． 

・ 上記に対応することにより，現状では国道 3 号を通行する交通が手段・経路が転換することと

なり，国道 3 号の渋滞緩和につながる． 

 

▼県間の交通流動 

 

 

データ：幹線旅客純流動調査(2015) 
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▼バスを緊急輸送車両として通行を認めた既往事例 

 

 

 

(2) 圏域内交通に対応する交通のマネジメント 

・ JR および肥薩おれんじ鉄道も被災しており，八代より南方向は代行バスの運行が発表されて

いる．だし，代行バスの場合，運行本数が少なく，また定時性も低い等の課題がある．その結果，

送迎トリップの増加により，周辺道路の渋滞が懸念される． 

・ このような観点から，鉄道を代替する圏域内移動をカバーする代行バス等の速達性を可能な限

り確保する対策を構築する必要がある． 

・ ただし，一方で，これらの交通の場合，災害時 BRT のように一部分をスキップする運行体系を

構築することが困難である． 

・ このような課題に対し，学校等の始業時間をオフピークに調整したりする対応も必要となる． 

（平成 30 年 7 月豪雨時に実施実績あり） 

・ また，企業が通勤バスを用意する場合に，緊急車両として高速道路の利用を認めるなどにより，

国道 3 号の負荷軽減を図ることも必要である． 

（平成 30 年 7 月豪雨時に実施実績あり） 

 

(3) 都市内交通に対応する交通のマネジメント 

・ 大規模災害発災後の交通の回復プロセスにおいて，都市間交通は物資のネットワークの確保の

必要性，移動の需要も高いこともあり，国・県・市町村と連携して対応し，早期に確保されること

が多い． 

・ 一方で都市内の路線バスやコミュニティバス等のサービスは，市町村がサービスを主管するが，

市町村役場が避難所の運営等の災害対応に総力で対応するため，地域内の交通サービスの再

開が遅れがちとなることが，過去の大規模自然災害後でも指摘されている． 
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・ これらの交通は，若年層や高齢層等の自動車を利用できない市民，そして，自動車に被害を受

けて移動手段を失った方の移動を確保する上で重要． 

・ そのためには，被災地の自治体での交通マネジメントを，県やバス・タクシー等の事業者団体，運

輸行政（運輸局）や専門家（コンサルタント等）に委譲して支援に入り，交通サービスの再構築を

早期に図ることが必要． 

 

(4) 円滑な交通マネジメントの展開に向けて 

・ 上記のように，サービス水準を可能な限り高めて，信頼性の高い交通サービスを早期に構築す

ることが，今後の地域の復旧・復興において重要であるが，これらの戦略・施策を迅速に展開す

るにあたり，既往の災害時の経験からも，以下の点が重要となってくる． 

Ø 交通マネジメントに要する費用の確保 

² 円滑な交通の運用においては，通常時とは異なる費用が必要となってくる．過去の災

害では，予算の不安から施策の実施を躊躇うケースがあったが，そのようにならない

ように配慮が必要となる． 

Ø 情報発信 

² 交通サービスや交通の状況は今後復旧の状況に応じて早いテンポで変化する．これら

の情報を可能な限り遅れることなく発信することが必要となる．ただし，被災地域内

でのリソースが限られ，情報の加工・発信は地域外でも担えることから，連携した情報

発信体制の構築が必要となる． 

Ø 関係者との円滑なコミュニケーション 

² 災害時の交通マネジメントは，移動の基盤を支える道路部門と，輸送を支える運輸部

門との協調が必要となる． 

² さらに，行政と民間との連携も必要となる． 

² 普段はコミュニケーションを取る相手ではないため，考え方の違いなどが生じること

もあるが，交通を円滑化し，地域の活力を高めるという目的は共通であり，そのため

にそれぞれの組織ができることを柔軟かつ弾力的に進めなければならない． 

 


